
流域治水の取組について

令和７年１０月１５日
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令和８年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求概要（令和７年８月）より：https://www.mlit.go.jp/page/content/001906745.pdf
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氾濫を防ぐ・減らす 被害対象を減らす 被害の軽減・早期復旧・復興

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
 （２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・気候変動対応のための洪水調節機能の増強

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・河道掘削、堤防整備・強化、遊水地整備、耐震対策、
災害復旧等
・大河津分水路改修
・排水機場等の整備、耐水化の取組
・水田の貯留機能向上のための「田んぼダム」の取組推
進
・学校グラウンドなどを活用した雨水貯留施設
・支川水路の流下能力向上等による支川氾濫抑制、内
水被害の軽減
・事業間連携を通じた土砂の有効活用

○あらゆる治水対策の総動員
＜具体の取組＞
・砂防関係施設の整備
・森林整備・治山対策 等

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・既存ダム等２０ダムにおける事前放流等の実施、体制
構築（関係者：国、新潟県、東日本旅客鉄道（株）、東京
電力（株）、東北電力（株）、土地改良区等） 等

○インフラDX等における新技術の活用
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・｢まちづくり｣や住まい方の誘導による水害に強い地域づ
くりの検討 等

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・立地適正化計画に
おける防災指針の作成
・高床式住まいの推進

○情報提供の推進
＜具体の取組＞
・多段階な浸水リスク情報の
充実 等

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進
＜具体の取組＞
・緊急復旧などを迅速に行う防災拠点等の整備
（河川防災ステーション）
・河川、砂防、農業用ため池等の各種ハザードマップの作成・
普及

・小中学校における防災教育の推進
・住民への情報伝達手段の強化

・要配慮者利用施設の避難確保計画作成に向けた支援
・企業等への浸水リスク情報の共有
・水害リスク情報空白域の解消 等

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞
・流域タイムラインの運用
・マイ・タイムライン・コミュニティタイムライン等の作成・普及

○情報提供の推進
＜具体の取組＞
・洪水予測の高度化
・気象情報の充実、予測精度の向上
・ 「水害リスクライン・洪水キキクル」の普及・利活用促進
・ワンコイン浸水センサの普及
・樋門・樋管の遠隔監視 等

信濃川水系流域治水プロジェクト2.0 【信濃川中流】

※ 上記の他、「流域治水関連法の活用」の検討を実施し、上記対策を推進。

※赤字：信濃川水系流域治水プロジェクトからの変更点

10
- 2-10 -



水災害のリスクや、流域治水につい

て知る機会を増やしていく。

①知る機会を増やす ②自分事と捉えることを促す
水災害対策や、流域治水に関して実際に取り組みが行わ

れるよう、個人、企業・団体の行動を誘発していく。

③行動を誘発する 流域治水に取り組む

主体が増える
水災害のリスクが自分事と捉えられ、流域に視野が広がる

きっかけを提供し、行動に向かう状況を創出する。

自分事化に向けた取組計画（案）

流
域
に
も
視
野
を
広
げ
る

（自
分
の
た
め
に
も
、
み
ん
な
の
た
め
に
も
）

流域治水の広報

リスク情報等の提供

教育活動

水災害対策の支援

計画策定

訓練活動 水防活動の支援

信濃川水系（信濃川中流）流域治水協議会

■市町村、土地改良区と連携した「田んぼダ
ム」の普及啓発の広報活動 【県】

■小学校の社会科見学によるダムへの理解促
進 【県】

■企業・学校と連携した防災啓発セミナー 【県】
■出水期に向けた河川合同巡視を実施 【関係
機関】

■洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区
域等の随時公表 【国、県】

■気象現象ごとに警戒期間、注意期間、
ピーク時間帯、雨量などの予想最大
値を周知 【気象台】

■キキクル（危険度分布）の改善
【気象台】

■線状降水帯の予測精度向上に向け
た取り組み強化 【気象台】

■緊急情報電話サービスの普及 
【見附市】

■メールやHP、SNS、防災アプリ、Lア
ラート等を用いた気象情報・防災情
報の発信 【関係機関】

■信濃川サミット 【信濃川下流域協議
会関係機関】

■防災リーダー養成講座、地域防災研
修等 【県、長岡市、十日町市、魚沼
市】

■小中学校、町内会等での防災出前講
座 【関係機関】

■自主防災シンポジウム
【県】
■「田んぼダム」説明会
【農政局】

■住民参加型の防災訓練 【関係機関】
■自主防災組織の活動支援 【関係機関】
■洪水対応演習 【関係機関】
■水防訓練を実施。（出水期に備え、水防
工法の実技訓練の実施）【関係機関】

■流域タイムラインの調整・運用 【関係機関】
■個別避難計画・避難確保計画の作成・促進 【関係機
関】

■立地適正化計画の公表・周知（改定含む） 【関係機関】
■地域防災計画の更新(支援含む) 【関係機関】

■市町村への気象情報の提供、台
長による首長訪問 【気象台】

■消防団、学生消防隊、女性消防隊
の普及・周知 【関係機関】

■水防支部長会議の開催 【見附市】
■「水防技術伝え人」制度による支
援【国】

■水防団や災害時の応援協定先と
の情報伝達体制の強化 【関係機
関】

■雨量、水位、土砂災害危険度等に
関する情報の公開 【国、県】

■ハザードマップの周知・提供（更新
含む） 【関係機関】

■緊急告知ＦＭラジオ等による気象
状況の発信 【長岡市】

■危機管理型水位計やカメラなどを
活用した情報提供 【関係機関】

■「田んぼダム」の取組みに対する費用支援  
【長岡市、農政局】 

■緊急告知ＦＭラジオの無償貸与・購入費支援 
【長岡市、弥彦村】

■出水期後の資機材の更新、備蓄品の補充・配布
【見附市、湯沢町】

■雨水貯留施設、防水板等の設置費用の支援
 【新潟市、長岡市】

■自主防災組織の訓練等の活動や資機材の費用
の支援 【長岡市、湯沢町】

■市民への土のうの配布 【関係機関】
■地区避難計画の作成及び活動への補助 【魚沼
市】

■水害・土砂災害に対する啓発
のための広報誌掲載 【関係機
関】

■イベント等での水害・土砂災害
への啓発活動 【関係機関】

■治水施設の見学会
 【国、県】

連携活動
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参考：第１次国土強靱化実施中期計画｜内閣官房ホームページ https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/dai1_chuukikeikaku/index.html
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